
局 部 課

3 年度

9

10

人

無

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠 地方自治法

住居表示に関する法律（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

―

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ―

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ―

―

目標値

―

―

令和6年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和5年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 町名住居表示整備事業 事業番号 007-005

担当部署名 市民人権 市民生活 戸籍住民

施策― 　―　

   ―   ターゲット

―

― 目標値

大正 11

公民連携・協働事業 ―

点検対象年度 令和 7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

　住所の整備によって、目的地への到着を早める、配達物の誤配・遅配を解消する、産業活動上・行政上の区域設定を

容易とする等、住民の日常生活、産業活動及び行政上の不便や無駄を解消する。

5

市域住民
対象数 単位

813,153

件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

・現状の町名地番及び住所を調査した上で、地元や関係機関との調整を経て、町の区域を合理的なものとするほか、

  住居表示実施予定区域においては、住居表示を実施する。また、住居表示実施済区域については、開発や

　地形変化等に応じて適切な街区変更を行う。

・耐用年数を経過し、劣化、破損又は欠落した町名表示板及び街区表示板を地域ごとに一斉に貼り替えるほか、

  開発等で町名表示板及び街区表示板が不足している場所への新規取付や、個別に貼替等の依頼があった

　箇所への対応を行う。

・経年変化により現況地形地物との差異や紙媒体の損耗が生じている住居表示台帳を地域ごとに再製するほか、

  開発等により街区形状等に変更が予想される場合には、職員による個別の改製を行う。

・紙媒体で管理している住居表示台帳をシステム化し、過年度の住居表示台帳再製業務で作成した南区分の

　住居表示台帳データを搭載する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 公益社団法人　堺市シルバー人材センター

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
実績 目標 目標

住所をよりわかりやすくし、市民生活と

行政サービスの向上を図る

目標値 0

当該目標を設定した理由
住居表示や街区変更等を実施することによって、住所のわかりにくさを解消し、住民の日常生活、産業活動及び行政上

の不便や無駄を解消できるため。

目標に対する実績
堺市東陶器小学校跡地土地区画整理事業に伴い、陶器北及び福田における町の区域の変更を実施した。また、日

置荘西町4丁と宮下町における街区変更を実施した。

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

点検対象年度

実績値 0

達成率

令和4年度 令和5年度 令和6年度

町名表示板、街区表示板の対応件数

当該指標を選定した理由
町名表示板及び街区表示板の設置や、古くなった表示板の貼替によって、住民や訪問者にとって、より住所がわかりやす

くなるため。

目標値の設定根拠・算出方法
街区表示板貼替業務の予定枚数を目標値とし、実際に表示板の貼替、撤去等の対応をした件数を実績値として計

上。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 1,490 1,450 1,520

実績値 1,467

98% 106%

1,535

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

394 394

516 516

328 328

2,508 2,508

決算

1,535

町名住居表示整備事業 事業番号 007-005

令和6年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度

事務事業名

0

財

源

内

訳

国支出金 0

令和6年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

0 0

市債 0 0

決算

15,933 15,072 17,892 16,839

その他

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　 34

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 62,673 53,612 55,962 54,909

15,072 17,858 16,839 32,627

人件費  （ｂ） 46,740 38,540 38,070 38,070 46,170

8 8

271

年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

事

業

費

内

訳

項　　　目

予算

決算 0

3,975 3,975 R6

住居表示台帳システム構築業務

等【新規】

5,953 R6 予算

R5 決算 5,558 5,558 R5 決算
通信運搬費

271
印刷製本費

R5 決算

事業費

353

R6 予算 13,668 13,668 R6 予算

R5 決算 0 0

29

令和4年度

1,467

R5 決算 4,197 4,197 その他（普通旅費・費用弁償（通勤費）・費

用弁償（その他）・研修会等参加負担金・廃

棄物処理（樹脂製表示板）処理費用）

R5 決算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

① 町名表示板、街区表示板の対応件数 件

Ⅳ．事業の効率性

備考（算出についての説明等） 人件費、街区表示板貼替業務及び表示板処理費用の委託料、表示板やボンド、テープ等の消耗品費、現地調査に係る旅費に基づき算出。

19

R5

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　年度ごとに、設置した表示板の耐用年数を考慮して街区表示板貼替業務の対象となる町を選定している。そのため、同業務の対象となる町の数、

規模等により町名表示板及び街区表示板の対応件数は、各年度で大幅に変動することがある。

　令和5年度においては、街区表示板貼替業務のほか、市民等の依頼に基づく個別の保守対応を行ったため、令和4年度と比較して町名表示板及

び街区表示板の対応件数が68件（約4.6％）増加している。

　また、原材料費等の高騰による表示板の単価の上昇と、人件費等の高騰による委託料の上昇があったため、令和4年度と比較して年間経費と単位

当たり経費が増加した。

以下の取組により、事業目的の達成に寄与していると考える。

■住居表示事業、街区変更、町名地番変更事業

　堺市東陶器小学校跡地土地区画整理事業に伴い、陶器北及び福田における町の区域の変更を実施した。これにより、町の区域を合理的なものに

整備した。

　開発等に応じ、日置荘西町4丁と宮下町における街区変更を実施した。これにより、住所のわかりにくさを解消した。

　

■町名表示板、街区表示板の対応件数

　前回取付時から約17年以上経過している3町（桃山台・赤坂台・新檜尾台）における街区表示板貼替業務による街区表示板の一斉貼替・撤

去等と、本市全域における個別対応による貼替・撤去等で合計1,535件の対応を行い、住民や訪問者が表示板を見た際に、住所がわかりやすいよう

にした。

■住居表示台帳再製・住居表示台帳維持管理

　老朽化した住居表示台帳（御池台・家原寺町）をよりわかりやすい台帳に再製し、住所決定の際に錯誤等の発生が起こらないようにした。

R6 予算 1,665 1,665 R6

町界町名整理用地番図作成業務

等

決算 当初予算 決算

住居表示台帳再製業務等
R5 決算 3,278 3,278

会計年度任用職員報酬
R5 決算

街区表示板貼替業務等

R6 予算 3,706 3,706 R6 予算

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 15,933

当初予算

0

うち

一般財源

0

32,656

78,826

68 39

353

2,723 2,723

予算 326 326

R5

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

消耗品

単位区　　分

R6 予算

期末勤勉手当（会計年度任用職

員）

単位当たり経費

17

16

21,753

14,828

0

R6 予算 5,953

令和5年度

22,954

14,954


